
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費　　　
	事業名　初動捜査高度化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　警察本部　刑事部　鑑識課　　　　　電話番号：058-271-2424（内4611）
　　　　　　　E-mail：c18873@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　 　2,966千円（前年度予算額：5,025千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,025
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,025

	要求額
	2,966
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,966

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　犯罪発生時に客観証拠収集活動の一環として、現場写真の撮影や指紋や足跡などの検索・採取などを行っているが、書き切り型撮影媒体対応カメラ

や静電気微物採取機という資機材の老朽化が進んでおり更新が必要となっ

ている。静電気微物採取機については、迅速・的確な証拠資料を収集するた

め一部の交番等への増強を行いたい。
（２）事業内容

　　　ア　書き切り型撮影媒体対応用デジタルカメラの更新整備
　　　　　２か年計画で行っている老朽化したデジタルカメラの更新を行う。
　　新イ　静電気微物採取機の更新・増強整備
　　　　　老朽化し動作不良となっている機器の更新を行う。また、警察署から

　　　　遠方にある交番等への増強を行う。　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県民の安全を脅かす犯罪事件の捜査に要する負担であり、県の治安対策に
資するものであることから、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	2,966
	鑑識・事件捜査用デジタルカメラの更新整備、静電気微物採取機の更新・増強整備

	合計
	2,966
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　「清流の国ぎふ」創生総合戦略

　　　　　Ⅱ-2-3)　犯罪・交通事故防止の推進

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　客観証拠の迅速・的確な収集を可能とする体制を構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	鑑識現場臨場件数
	　
（H　）
	18,358
（H27）
	18,325
（H28）
	18,849
（H29）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	　
（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	初動捜査の高度化により、県民の不安に感じる犯罪を無くすためのものであるから、目標設定は困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　○　鑑識現場臨場件数　　10,722件（平成30年7月末現在）

　○　鑑識資機材の更新・増強

デジタルコンパクトカメラを22台更新した。
　　　ハイパーライトを５台増強した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　迅速かつ的確な鑑識活動を推進したことにより、事件現場から採取した資料を確実に証拠化し、事件解決に向けての以後の捜査及び公判維持に効果を発揮することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	初動捜査の高度化は、日々進化する犯罪捜査に対処するために必要不可欠であり、緻密かつ適正な捜査の徹底と捜査効率の推進が図られることからも必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	確実な鑑識活動により、各種事件の解決に貢献している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	資機材の有効活用に配意するとともに、経費の節減に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
司法制度改革による刑事手続きの枠組みの変化により、証拠物による事件の証明が必要不可欠となっており、鑑識活動の重要度が益々高まっていることから適切に対応していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　複雑・巧妙化する犯罪に鋭意対応すべく、迅速かつ的確な鑑識活動を行うためにも初動捜査の高度化に努めていきたい。


